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本研究では，将来的な航空需要の増加に対応するため，空港容量の拡張計画を決める手法を提案する．容

量拡張のために必要な各工事を期毎に実施するとき，空港会社は各工事の実施時期を決定する必要がある．

本研究では，空港会社の利潤を最大化するように拡張計画を決めるものと仮定する．このとき，航空会社

の利潤最大化行動と旅客の交通手段選択行動を考慮する．旅客は運賃と待ち時間に基づき，交通手段を選

択する．このうち，待ち時間には航空会社が決定する運行頻度と，空港の容量に依存する空港内遅れ時間

が考慮される．空港の容量が小さい場合，旅客が利用する便が空港内の混雑によって遅延する影響を，空

港内遅れ時間によって表現する．したがって，空港会社はより多くの旅客が航空便を選択するような拡張

計画を立案することで，航空会社は運航頻度を大きくし，収入を増やすことができる．提案する手法を検

証するために，テストネットワークを用いた数値計算を行った． 
 

     Key Words: airport capacity, landing fee, mode choice behavior 
 
 
 
1. はじめに 
 
我が国における，新型コロナウイルスの感染拡大前の

2019年まで旅客航空需要は増加傾向であった．感染拡大

後は旅客航空需要が大きく落ち込んだが，パンデミック

が世界的に終息した場合には，旅客の需要が再び増加傾

向に戻る可能性がある．将来的な航空需要の増加に対応

するため，滑走路や誘導路を増やすといった，空港容量

を拡張する必要がある．空港容量が旅客の需要に対して

ひっ迫すると，航空便が遅延する確率が大きくなり，旅

客の交通機関選択あるいは旅行の実施の有無に影響を与

える．空港容量のひっ迫による旅客の行動選択は空港会

社と航空会社の経営に影響を与える．したがって，空港

容量の拡張計画を立案するにあたっては，将来的な旅客

の増加傾向を踏まえて，空港会社・航空会社・旅客の行

動をモデル化して考慮する必要がある． 
そこで本研究では，航空会社および旅客の行動を考慮

した，空港の容量拡張計画を決めるためのモデルを提案

する．空港内の需給のバランスによって，旅客が経験す

る混雑の度合いが変化する．旅客の需要が空港の容量を

上回る場合，混雑が生じて，航空会社による便数を決め

る判断，および旅客の交通機関を選択する判断に影響を

与える．本研究で提案するモデルでは，空港会社が航空

会社と旅客の行動を考慮しつつ，利潤を最大化するよう

に，空港容量の拡張計画を決定するものとする． 
交通インフラの容量拡張問題を扱った既往研究として，

Lai and Shih1)は，北米の貨物鉄道ネットワークを対象とし

て，将来の貨物需要予測の不確実性を考慮した，他機関

投資選択モデルを提案している．ここでは，将来需要の

不確実性を考慮して，長期間にわたる容量拡張のリスク

を最小化するように，設備投資の時期と順序を決定して

いる．Sun and Schonfeld2)はこのモデルを空港ネットワー

クに拡張し，空港内の混雑による遅延を考慮した空港容

量拡張モデルを提案した．しかし，このモデルでは，空

港運営会社の空港容量拡張計画に対する，航空会社およ

び旅客の行動については考慮されていない．本研究の貢

献は航空会社と旅客の行動を定式化したうえで，空港会

社の容量を拡張するための意思決定を記述した点である． 
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本稿の構成は以下の通りである．第 2章では，本モデ

ルにおける仮定，記号，および空港の容量拡張計画モデ

ルを構成する定式化を示す．第 3章では，簡単な数値計

算の結果を示し，提案するモデルの挙動を検証する．第

4章では，本研究をまとめ，今後の課題を示す． 
 

2. モデル 
 
(1) 概要と仮定 

本研究で提案するモデルではステークホルダーと

空港運営会社，旅客，航空会社の 3社を想定する．空港

運営会社は空港の容量と着陸料を決定する．航空会社は

航空便を着陸させるたびに空港運営会社に対して着陸料

を支払う．旅客は交通行動を決定して，運賃を航空会社

に支払う．十分な需要が見込まれる場合には，空港運営

会社が空港容量を増やすことで，航空会社が決定する航

空便の運航頻度が増えるため，空港運営会社の着陸料に

よる収入および利潤が増えることになる．空港運営会社

は着陸料による収入から，空港の運営にかかるコストを

控除した利潤を，空港容量の拡張のための投資に回す．

旅客・航空会社・空港運営会社それぞれの行動を以下の

ように仮定する． 
 旅客は自らの効用を最大化するように交通手段を

選択する． 
 航空会社は自らの利潤を最大化するように航空便

の運航頻度を決定する． 
 空港運営会社は自らの利潤を最大化するように着

陸料と空港容量拡張計画を決定する． 
時点 tにおける航空路 iの容量は，Sun and Schonfeld2)に基

づく．旅客の交通手段選択，および航空会社と空港運営

会社の行動は，Tani et al.3)の定式化に基づく． 
 
(2) 記号 

 本稿で使用する記号は以下の通りである． 
𝐼𝐼 航空路 iの集合 
𝑀𝑀 輸送モードの集合（a:航空，o:航空以

外） 
𝐶𝐶𝑚𝑚 輸送モード𝑚𝑚 ∈ 𝑀𝑀に対してサービスを

提供する輸送会社の集合 
𝑇𝑇 時点 0から kまでの計画期間に含まれる

時点の集合 
𝐽𝐽 容量拡張工事のオプション iの集合 

𝑟𝑟(𝑖𝑖) 航空路 iの起点ノード（または空港） 
𝑠𝑠(𝑖𝑖) 航空路 iの終点ノード（または空港） 
𝑥𝑥𝑖𝑖,𝑡𝑡 時点 tにおける航空路 iの容量 
𝑝𝑝𝑖𝑖,𝑡𝑡 時点 t において旅客がある航空路 i を選

択する確率 
𝑠𝑠𝑖𝑖,𝑡𝑡 時点 t において航空路 i における包括的

費用 
𝑔𝑔𝑖𝑖,𝑛𝑛,𝑡𝑡 旅客が時点 tにおいて航空会社 nが運航

する航空便を航空路 i で利用するための

一般化費用 
𝜆𝜆 0 < 𝜆𝜆 < 1の値をとるパラメータ 

𝑓𝑓𝑖𝑖 ,𝑛𝑛,𝑡𝑡 時点 tにおいて航空会社 n が運航する航

空路 iの運賃 
𝑢𝑢𝑖𝑖,𝑛𝑛,𝑡𝑡 時点 tにおいて航空会社 n が設定した航

空路 iの運航頻度 
𝛿𝛿𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑛𝑛  時点 t において航空会社 n が航空路 i を

運航している場合は 1，それ以外は 0と
なる変数 

𝜋𝜋𝑛𝑛,𝑡𝑡 時点 tにおける航空会社 nの利潤 
𝑞𝑞𝑖𝑖,𝑛𝑛,𝑡𝑡 時点 t において起点ノード𝑟𝑟(𝑖𝑖)から目的

地ノード𝑠𝑠(𝑖𝑖)まで，航空会社 n の輸送モ

ード aを利用して移動する需要 
𝑐𝑐𝑛𝑛,𝑡𝑡 時点 tにおける航空会社 nの運営コスト 
𝜋𝜋 空港運営会社の利潤 

𝛿𝛿𝑠𝑠(𝑖𝑖),𝑡𝑡
~𝑠𝑠  時点 t の航空路 i において，終点ノード

𝑠𝑠(𝑖𝑖)が空港の場合は 1，そうでない場合

は 0となる変数 
𝑙𝑙𝑡𝑡 時点 t において空港に航空機が着陸する

ために必要な着陸料 
𝑐𝑐𝑡𝑡 時点 t における空港運営会社の運営コス

ト 
𝜃𝜃𝑛𝑛,𝑡𝑡 時点 t において目的地空港の混雑度によ

って発生する航空会社 nが負担する費用 
𝜂𝜂 補正パラメータ 
𝑧𝑧𝑗𝑗,𝑡𝑡 時点 t において容量拡張工事オプション

jを行う場合は1，そうでない場合は0と
なる変数 

ℎ𝑗𝑗 容量拡張の工事オプション j を行うため

に必要な費用 
𝐵𝐵𝑡𝑡 時点 t で空港が容量拡張工事に使用可能

な資金 
𝛾𝛾𝑗𝑗,𝑡𝑡 時点 t において容量拡張オプション j を

行った場合に増加する空港容量 
𝛽𝛽𝑖𝑖 時点 t において容量拡張オプション j を

行うことで増加した空港容量𝛾𝛾𝑖𝑖,𝑡𝑡を各航

空路に振り分けるパラメータ 
𝛼𝛼𝑖𝑖,𝑡𝑡 時点 t 内の航空路 i において，旅客が航

空便を利用するまでに航空便を待つ時

間に関するパラメータ 
 
(3) 空港容量 

 時点 tにおける航空路 iの容量𝑥𝑥𝑖𝑖,𝑡𝑡は，時点𝑡𝑡 − 1におけ

る航空路 iの容量に時点 tで増加した容量𝑦𝑦𝑖𝑖,𝑡𝑡を足すこと

で求められる． 
𝑥𝑥𝑖𝑖,𝑡𝑡 = 𝑥𝑥𝑖𝑖,𝑡𝑡−1 + 𝑦𝑦𝑖𝑖,𝑡𝑡 (1) 
𝑦𝑦𝑖𝑖,𝑡𝑡 = 𝛽𝛽𝑖𝑖 ⋅ 𝑧𝑧𝑗𝑗,𝑡𝑡 ⋅ 𝛾𝛾𝑗𝑗,𝑡𝑡 (2) 

本研究では航空路の容量𝑥𝑥𝑖𝑖,𝑡𝑡と𝑦𝑦𝑖𝑖,𝑡𝑡，𝛾𝛾𝑗𝑗,𝑡𝑡の単位は時点 tあ
たりの航空機の発着回数とする． 
 
(3) 空港運営会社 

 本研究では空港 1 つにつき，1 つの空港運営会社が存
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在して，運営されるものとする．空港運営会社は着陸料

のみから収入を得るものと仮定し，着陸料以外に空港運

営会社が得る収入（例えば，非航空収入）は考慮しない．

空港運営会社は自らの利潤を最大化するように，着陸料

を自由に決めるものとする．空港運営会社の利潤最大化

行動は以下の問題を解くことで表現される． 
max𝜋𝜋(𝐥𝐥, 𝐳𝐳) 

where 
(3) 

𝐥𝐥 = (𝑙𝑙1,⋯ , 𝑙𝑙𝑡𝑡,⋯ , 𝑙𝑙𝑇𝑇)𝑇𝑇 (4) 
𝒛𝒛 = (𝒛𝒛1𝑇𝑇,⋯ ,𝒛𝒛𝑡𝑡𝑇𝑇 ,⋯ ,𝒛𝒛𝑇𝑇𝑇𝑇)𝑇𝑇 (5) 

𝒛𝒛𝑡𝑡 = �𝑧𝑧1,𝑡𝑡,⋯ , 𝑧𝑧𝑗𝑗,𝑡𝑡,⋯ , 𝑧𝑧𝐽𝐽,𝑡𝑡�
𝑇𝑇

 ∀𝑡𝑡 ∈ 𝑇𝑇 (6) 
𝜋𝜋(𝐥𝐥, 𝐳𝐳) 
= �� � 𝛿𝛿𝑠𝑠(𝑖𝑖),𝑡𝑡

~𝑠𝑠 ⋅ 𝑢𝑢𝑖𝑖,𝑛𝑛,𝑡𝑡 ⋅ 𝑙𝑙𝑡𝑡
𝑛𝑛∈𝐶𝐶𝑎𝑎𝑡𝑡∈𝑇𝑇𝑖𝑖∈𝐼𝐼

 

−���𝑐𝑐𝑡𝑡 + ℎ𝑗𝑗 ⋅ 𝑧𝑧𝑗𝑗,𝑡𝑡�
𝑗𝑗∈𝐽𝐽𝑡𝑡∈𝑇𝑇

 

(7) 

�𝑧𝑧𝑗𝑗,𝑡𝑡
𝑡𝑡∈𝑇𝑇

≤ 1   ∀𝑗𝑗 ∈ 𝐽𝐽 
(8) 

��ℎ𝑗𝑗 ⋅ 𝑧𝑧𝑗𝑗,𝑡𝑡
𝑗𝑗∈𝐽𝐽𝑡𝑡∈𝑇𝑇

≤�𝐵𝐵𝑡𝑡
𝑡𝑡∈𝑇𝑇

 
(9) 

(4)-(6)において，上添え字 T は転置を表す．(7)より，空

港運営会社の利潤は，𝛿𝛿𝑠𝑠(𝑖𝑖),𝑡𝑡
~𝑠𝑠 = 1となる航空路から得ら

れる着陸料収入から空港を運営する費用および容量拡張

にかかる費用を控除して定義される．(8)より，容量拡

張の工事オプション j は，期間 T 全体において，1 回の

み実施される．(9)より，空港運営会社は時点 t において，

保有する資金を超える金額の容量拡張の工事オプション

を実施できない． 
 
(4) 航空会社 

 航空会社は自らの利潤を最大化するように，各航空路

における運航頻度を決定する．機材の座席数は与件とす

る．着陸料は，以下に示す航空会社の利潤最大化問題に

おいては，外生的に与えられるものとする．時点 t にお

ける航空会社 nの利潤最大化問題は次のように表される． 
max𝜋𝜋𝑛𝑛,𝑡𝑡�𝐮𝐮𝑛𝑛,𝑡𝑡�   ∀𝑛𝑛 ∈ 𝑁𝑁,∀𝑡𝑡 ∈ 𝑇𝑇 

where 
(10) 

𝐮𝐮𝑛𝑛,𝑡𝑡 = �𝑢𝑢1,𝑛𝑛,𝑡𝑡,⋯ , 𝑢𝑢𝑖𝑖,𝑛𝑛,𝑡𝑡 ,⋯𝑢𝑢𝐼𝐼,𝑛𝑛,𝑡𝑡�
𝑇𝑇

 
∀𝑛𝑛 ∈ 𝑁𝑁,∀𝑡𝑡 ∈ 𝑇𝑇 

(11) 

𝜋𝜋𝑛𝑛,𝑡𝑡�𝐮𝐮𝑛𝑛,𝑡𝑡� = �𝑓𝑓𝑖𝑖,𝑛𝑛,𝑡𝑡 ⋅ 𝑞𝑞𝑖𝑖,𝑛𝑛,𝑡𝑡 − 𝑐𝑐𝑛𝑛,𝑡𝑡�𝐮𝐮𝑛𝑛,𝑡𝑡�
𝑖𝑖∈𝐼𝐼

 

∀𝑛𝑛 ∈ 𝑁𝑁,∀𝑡𝑡 ∈ 𝑇𝑇 

(12) 

𝑐𝑐𝑛𝑛,𝑡𝑡�𝐮𝐮𝑛𝑛,𝑡𝑡� = �𝑢𝑢𝑖𝑖,𝑛𝑛,𝑡𝑡 ⋅ 𝑙𝑙𝑡𝑡 + 𝜃𝜃𝑛𝑛,𝑡𝑡�𝐮𝐮𝑛𝑛,𝑡𝑡�
𝑖𝑖∈𝐼𝐼

    

∀𝑛𝑛 ∈ 𝑁𝑁,∀𝑡𝑡 ∈ 𝑇𝑇 

(13) 

𝜃𝜃𝑛𝑛,𝑡𝑡�𝐮𝐮𝑛𝑛,𝑡𝑡� = �𝜂𝜂1 ⋅ 𝛿𝛿𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑛𝑛
𝑖𝑖∈𝐼𝐼

⋅ exp �𝜂𝜂2 ⋅
∑ ∑ 𝑢𝑢𝑖𝑖,𝑛𝑛,𝑡𝑡𝑛𝑛∈𝐶𝐶𝑎𝑎𝑖𝑖∈𝐼𝐼

𝑥𝑥𝑖𝑖,𝑡𝑡
�    

∀𝑛𝑛 ∈ 𝑁𝑁,∀𝑡𝑡 ∈ 𝑇𝑇 

(14) 

(12)より，航空会社の利潤は運賃と航空需要の積として

計算される収入から，航空会社の運営費用を控除して得

られる．(13)より，航空会社の運営費用は航空機の運航

頻度と着陸料の積として計算される支払額と，航空会社

が負担する混雑費用の和として計算される．(14)におけ

る航空会社が負担する混雑費用とは，目的地の空港の混

雑によって発生する追加的な費用として解釈する．(14)
より，航空会社が負担する混雑費用は，航空路の容量を

運航頻度が上回るほど大きくなることがわかる．また，

航空会社は運航頻度のみを決定し，航空路 i の容量と運

賃は外生的に与えられるものとする． 
 
(5) 旅客の交通手段選択 

 
本研究では旅客は交通手段として，航空モード aと非

航空モード oのどちらかを選択するものと仮定する．つ

まり，いずれの航空路においても，起点ノードと目的地

ノードを結ぶ，鉄道やバスなどの非航空モードが存在す

ると仮定する．航空路 iに対応する非航空モードの運賃

は，竹林ら 4)にならい定数とする． 
旅客が時点 t において航空会社 n が運航する航空便を

航空路 i で利用するときの一般化費用𝑔𝑔𝑖𝑖,𝑛𝑛,𝑡𝑡と輸送モード

o を利用するときの一般化費用𝑔𝑔�𝑖𝑖,𝑡𝑡はそれぞれ次のよう

に与えられる． 

𝑔𝑔𝑖𝑖,𝑛𝑛,𝑡𝑡 = �𝑓𝑓𝑖𝑖,𝑛𝑛,𝑡𝑡 +
𝛼𝛼𝑖𝑖,𝑡𝑡
𝑢𝑢𝑖𝑖,𝑛𝑛,𝑡𝑡

   𝑖𝑖𝑖𝑖 𝛿𝛿𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑛𝑛 = 1

∞   𝑜𝑜𝑜𝑜ℎ𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒
    

∀𝑛𝑛 ∈ 𝑁𝑁,∀𝑖𝑖 ∈ 𝐼𝐼,∀𝑡𝑡 ∈ 𝑇𝑇 

(15) 

𝑔𝑔�𝑖𝑖,𝑡𝑡 = 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐.   ∀𝑖𝑖 ∈ 𝐼𝐼,∀𝑡𝑡 ∈ 𝑇𝑇 (16) 
(15)において，一般化費用は航空便の運賃と航空便の運

航頻度の逆数である平均待ち時間の和として考える．

(16)において，𝛼𝛼𝑖𝑖,𝑡𝑡は旅客が次に搭乗する航空便を待つ時

間に対応するパラメータである．𝛼𝛼𝑖𝑖,𝑡𝑡は航空路の容量の

逆数を補正して以下のように定義する． 

𝛼𝛼𝑖𝑖,𝑡𝑡 =
𝛼𝛼
𝑥𝑥𝑖𝑖,𝑡𝑡

 ∀𝑖𝑖 ∈ 𝐼𝐼,∀𝑡𝑡 ∈ 𝑇𝑇 
(17) 

(15)，(16)に示す一般化費用に多変量の誤差分布を認知誤

差として付加して，ランダム効用理論に基づき，交通機

関選択確率を定義する．誤差分布の分布関数は以下の通

りである． 

𝑓𝑓(𝜀𝜀) = exp�− � � exp �−
𝜀𝜀𝑛𝑛
𝜆𝜆 �

𝜆𝜆

𝑛𝑛∈𝐶𝐶𝑚𝑚𝑚𝑚∈𝑀𝑀

�
 

(18) 

ここで，𝜆𝜆は0 < 𝜆𝜆 < 1を満たす，誤差分布のスケール

パラメータである．時点 t における旅客が航空路 i を選

択する確率は以下の通りである． 

𝑝𝑝𝑖𝑖,𝑡𝑡 =
exp�−𝑠𝑠𝑖𝑖,𝑡𝑡�

exp�−𝑠𝑠𝑖𝑖,𝑡𝑡� + exp�−𝑔𝑔�𝑖𝑖,𝑡𝑡�
    

∀𝑖𝑖 ∈ 𝐼𝐼,∀𝑡𝑡 ∈ 𝑇𝑇 

(19) 

where 
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𝑠𝑠𝑖𝑖,𝑡𝑡 = −𝜆𝜆 ⋅ ln�� exp �−
𝑔𝑔𝑖𝑖,𝑛𝑛,𝑡𝑡

𝜆𝜆 �
𝑛𝑛∈𝐶𝐶𝑎𝑎

�  
 

∀𝑖𝑖 ∈ 𝐼𝐼,∀𝑡𝑡 ∈ 𝑇𝑇 

(20) 

 
 
3. 数値計算 

 

(1) 設定 

数値計算にあたり，航空会社は 1社，航空路は 1つと

する．期間は 5年間とする．その他，設定した各種パラ

メータを表 7に示す． 
 

表 1  設定パラメータ 
変数 値 
𝑥𝑥1,1 6,000[回/年] 
𝑞𝑞1,1,1 4500[人/日] 
𝑦𝑦1,1 0[回/年] 
𝑓𝑓1,1 20,000[円] 
𝑢𝑢1,1,1 5,000[回/年] 
𝑙𝑙 150,000[円] 
𝑐𝑐𝑡𝑡 7[億円] 
𝐵𝐵1 0[円] 

 
工事オプションの設定を表 2に示す．工事期間と同じ，

5 種類の工事オプションを設定する．各工事オプション

を実施するごとに空港容量が線形に増加するものとする． 
 

表 2 工事オプション 
 空港容量の増分[回] 費用[億円] 
1 100 1 
2 150 2.1 
3 400 2.5 
4 800 3 
5 0 0 

 
交通需要が増加するシナリオは表 3の通りである． 
 

表 3 交通需要の増加シナリオ 
時点 t 交通需要𝑞𝑞1,1,𝑡𝑡[人/日] 

1 4500 
2 4950 
3 5940 
4 6534 
5 7841 

 
(2) 結果 

(1)の設定の下，提案する空港運営会社の利潤最大化

問題を解いた結果を示す．表4は5, 1, 2, 3, 4の順番で工事

オプションを実施した場合の結果を示す．表 5は工事オ

プションの順番について最適化を行った場合の結果を示

す． 
 
表 4  工事オプションの順番と利潤（最適化なし） 

時点 t 工事オプション 時点 tの利潤[円] 
1 5 50,000,000 
2 1 25,234,000 
3 2 83,426,000 
4 3 139,645,000 
5 4 38,689,000 
合計  336,994,000 

 
表 5 工事オプションの順番と利潤（最適化あり） 

時点 t 工事オプション 時点 tの利潤[円] 
1 5 50,000,000 
2 1 25,234,000 
3 3 41,243,000 
4 4 88,513,000 
5 2 184,851,000 
合計  389,841,000 

 
表 4-5 より，全期間において，実施した工事オプション

の種類と数は等しいものの，最適化ありの場合における，

最終的な利潤の合計は最適化なしの場合と比べて，約

16%大きいことがわかる． 
 図 1 に各時点 tにおける，累積された利潤の推移を示

す．最適化ありのケースでは，早い時点において，航空

路の容量がより大きくなる工事オプションを実施してい

る．工事オプションにかかる費用が大きいため，早い時

点における利潤は小さいものの，最終的な累積された利

潤は，最適化なしの場合と比べて大きくなった． 
 

 

図 1 累積された利潤の推移 
 
 
4. まとめ 

 
本研究では空港運営会社が利潤を最大化するように，

空港の容量拡張計画を最適化するためのモデルを提案し
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た．数値計算では，容量拡張工事を実施する順番を入れ

替えることで，空港運営会社の利潤の総和が増加する例

を示した． 
本研究では，運賃は所与としているが，需給に応じた，

運賃の変動を考慮することは今後の課題である．また，

一つの空港運営会社が複数の空港を運営する場合の空港

運営会社の行動を考慮することも今後の課題である． 
本研究では，空港容量が追加的な工事オプションに依

らず，線形に増加することを仮定している．現実の空港

容量と工事オプションの関係を鑑みると強い仮定である．

現実には，空港容量のボトルネックを規定する設備が存

在するはずである．需要の増加に応じて，空港容量を規

定するボトルネックを段階的に拡張させる空港の運営計

画を立案するためのモデルの開発が必要である． 
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Airport capacity expansion planning considering the behaviors of  

passengers and airlines 
 

Ryuichi TANI, Satoru MIYAJIMA, and Kenetsu UCHIDA 
 

This study proposes a method to determine the airport capacity expansion plan to accommodate future 
increases in airline demand. The airport company needs to determine the timing of each construction project 
when each project is to be done within a certain period. This study assumes that the expansion planning is 
determined to maximize the airport company's profit. The profit maximization behavior of the airline com-
pany and the transportation mode choice behavior of the passengers are also considered. Passengers choose 
their mode of transportation based on fare and waiting time. The waiting time considers the airline fre-
quency determined by the airline company and the delay time at the airport. The delay time reflects the 
congestion at the airport and depends on the airport's capacity. Therefore, the airport company determines 
the expansion planning, which enables more potential passengers to choose airlines, and the airline compa-
nies can make more revenue. Numerical calculations with a test network were performed to validate the 
proposed method. 
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